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１ 政府の成長戦略との関係１．政府の成長戦略との関係

1



政府の成長戦略との関係

（１）「日本再生の基本戦略」（2011年12月閣議決定）では、「実質2％、名目3％」の経済成長を目指して
いる(2030年の実質GDP689兆円)いる(2030年の実質GDP689兆円)。

（２）しかし、エネルギー・環境会議が示した各シナリオでは、エネルギー需要予測の前提となる経済成
長率の想定が2010年代は実質1.1％、2020年代は実質0.8％とされ(2030年の実質GDP617兆円)、政
府の成長戦略との整合性がない。

（３）成長シナリオが実現した場合、最終エネルギー消費で約7.5％、電力で約8.1％（太陽光約1300万戸
分）が不足(総合資源エネルギー調査会資料、エネルギー・環境会議資料より事務局が計算)。

（４）こうした想定の下でつくられたシナリオでは、エネルギーが成長の制約要因となる恐れがある。
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２ 省エネと再生可能エネルギーについて２．省エネと再生可能エネルギ について
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現行のエネルギー基本計画との関係（最終エネルギー消費、発電電力量）

○省エネは 現行の野心的なエネルギー基本計画を 最終エネルギー消費で１割 電力○省エネは、現行の野心的なエネルギ 基本計画を、最終エネルギ 消費で１割、電力
需要で２割、さらに上回る水準が想定されており、実現可能性に疑問。
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出典：総合資源エネルギー調査会資料、エネルギー環境会議資料



省エネの強度・規模

15シナリオ/20～25シナリオ

（１）80兆円の省エネ投資を行い、2010年比72百万トンklの省エネ(2010年比19％)を行う。
（２）そのため以下のような政策措置(新陳代謝で対応)を講じる。

・施設・設備の世界最先端技術の開発支援・導入促進。
・省エネ性能の高い設備に対する税制優遇・省エネ性能の高い設備に対する税制優遇
・新築住宅・ビルの省エネ基準の引き上げ、省エネ基準適合義務化
・建築物や家庭のエネルギー管理システムの導入促進、高効率空調の導入促進
・次世代自動車の導入支援

（３）以下となることを想定。
・新築住宅：全てが省エネ基準適合
・新車販売：７割が次世代自動車、２割が電気自動車
・自動車総数の２割が電気自動車・自動車総数の２割が電気自動車

（１）さらに20兆円の省エネ投資を行い、2010年比85百万トンklの省エネ(2010年比22％)を行う。

ゼロシナリオ

（２）そのため以下のような政策措置(既設の設備への対策の実施)を講じる。
・重油ボイラーの原則禁止
・省エネ性能に劣る空調の省エネ改修義務付け
・省エネ性能に劣る設備・機器の販売制限・省エネ性能に劣る設備・機器の販売制限
・省エネ性能に劣る住宅・ビルの新規賃貸制限
・高効率空調機器以外の暖房機器(ストーブ等)販売禁止
・中心市街地へのガソリン車等の乗り入れ制限
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（３）以下となることを想定。
・新車販売：７割が次世代自動車、６割が電気自動車
・自動車総数の３割が電気自動車 (出典：総合資源エネルギー調査会資料、エネルギー環境会議資料)



最終エネルギー消費と実質GDPの関係
(これまでの推移と示されたシナリオ)(これまでの推移と示されたシナリオ)

最終エネルギー消費と実質ＧＤＰ
（単位：兆円）
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6出典：資源エネルギー庁『エネルギー白書』、エネルギー・環境会議資料、総合資源エネルギー調査会資料
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電力需要の対実質GDP弾性値
※総合資源エネ調での分析結果だが、エネルギー・環境会議のシナリオでもほぼ同じ結果になると予想される

（１）電力需要の対実質ＧＤＰ弾性値(※)は、これまで、プラスで推移。
※ 実質GDPが１単位増加した場合の電力需要の増加。

（２）各シナリオの目標を達成するためには、電力需要の対実質ＧＤＰ弾性値はマイナスと
なる必要がある (実質 が増加 も電力需要が減少）なる必要がある。(実質ＧＤＰが増加しても電力需要が減少）。
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出典：
総合資源エネルギー調査会資料



省エネ（CO2排出量削減）のポテンシャル（電力中央研究所の分析より）

○省エネバリア（余裕不足 検討能力不足 情報不足など）が省エネ実現を阻害○省エネバリア（余裕不足、検討能力不足、情報不足など）が省エネ実現を阻害。
○経済的ポテンシャルがあるだけでは省エネは具体化せず。

省エネバリア 内容

情報不足 何が省エネかについての情報が

＜主な省エネバリア＞

情報不足 何が省エネかについての情報が
不足している。

動機の不一致 関係する主体間で省エネの利害
が一致しないため、省エネが進ま
ない。典型例は「オーナー・テナン） ない。典型例は オ ナ テナン
ト問題」。

限定合理性 時間や気持ちの余裕がなく、検討
能力にも限りがあるため、最適な
選択ができない。（

）

資金調達力 省エネのための初期投資が調達
できない

隠れた費用 省エネには機器代や光熱費の他
にも、余分な手間や利便性の低

省
エ

ネ

にも、余分な手間や利便性の低
下といった様々な「費用」が生じる
ことがある。

リスク 先のことはよくわからないため、短
期間に投資回収できる省エネしか期間 投資回 省
実施しない。
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出典：エネルギーフォーラム 2009年10月号p56～62



現行のエネルギー基本計画との関係（再生可能エネルギー）

○再生可能エネルギーも、省エネと同様、現行のエネルギー基本計画を上回る導入量となっ
ているが 実現可能性の検証は不十分で裏打ちする対策も不透明である他 導入拡大に

4000

ているが、実現可能性の検証は不十分で裏打ちする対策も不透明である他、導入拡大に
伴うバックアップ電源の規模・コストが明示されていない。

再生可能エネルギー導入量の推計（億kWh）

404
3500

4000

3081億kWh

3581億kWh
2010年
太陽光 38億kWh

904

272

219

358

343
2500

3000

2317億kWh
2581億kWh

風力

風力 43億kWh
地熱 26億kWh

721

904

663

334
176

168

103

343

328
2000

太陽光

風力

太陽光
太陽光 太陽光

風力
地熱
その他約21倍

721
666 561 571

144
1000

1500
太陽光

水力

1145億kWh
太陽光 太陽光

約19倍

894

1280 1175 1175 1139500
水力

水力 水力 水力 水力

0

2010年

（再生可能エネルギー10％）

ゼロシナリオ

（再生可能エネルギー35％）

15シナリオ、20シナリオ

（再生可能エネルギー30％）

25シナリオ

（再生可能エネルギー25％）

現行エネルギー基本計画

（再生可能エネルギー20％）

9出典：総合資源エネルギー調査会資料、エネルギー・環境会議資料 ※「その他」は、バイオマス、海洋エネルギー。



太陽光発電の導入想定と導入のための課題

１．導入想定（エネルギー・環境会議資料より）

（１）2030年度の総発電電力量1兆kWh（想定）のうち、666億kWh(約6.7％)を太陽光発電で賄うとしている。

（２）そのため、12.1兆円を追加投資し、現在設置可能なほぼ全ての住戸の屋根（1000万戸）に、太陽光パネルを設
置する (現在の導入量は90万戸)

15シナリオ/20～25シナリオ

置する。(現在の導入量は90万戸)

（３）設置促進策として、固定価格買取制度等を行う。

ゼロシナリオ

（１）2030年度の総発電電力量1兆kWh（想定）のうち、721億kWh(約7.2％)を太陽光発電で賄うとしている。

（２）そのため、15シナリオ/20～25シナリオに追加して、さらに12.1兆円を投資し、耐震性等の問題で太陽光パネル
が設置不可能な住戸も改修し、さらに200万戸(15シナリオ/20～25シナリオとあわせ1200万戸）に、太陽光パネル
を設置するを設置する。

（３）住戸を改修して太陽光パネルを設置するため、固定買取価格をより高水準に。

２ 課題と対策（例）（総合資源エネルギー調査会資料より）

課題① 系統増強
課題② 導入の支援
課題③ 戸建住宅への導入促進対策： ①新築：a) 屋根貸し制度（全量買取）、b) 強力な経済的・制度的支援②既築： a) 

屋根貸し制度（全量買取） b) 既築住宅に対する耐震補強支援 ) 建物強度や設置スペ ス確保の観点から導

２．課題と対策（例）（総合資源エネルギ 調査会資料より）

屋根貸し制度（全量買取）、b) 既築住宅に対する耐震補強支援、c) 建物強度や設置スペース確保の観点から導
入可能性チェックへの支援、d)導入方法についてのコンサルティング機能の充実

課題④ 集合住宅・非住宅への導入促進対策： ①新築集合住宅への導入促進：a) 建築主やディベロッパーへの経済的
支援、b) 入居者が選択できるシステムの検討②管理組合・居住者の合意形成、屋上設置に係る各戸への配線工

事等の困難性克服による既築集合住宅 の導入③耕作放棄地や ンシ ン 工場などの壁面など制度制約や効
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事等の困難性克服による既築集合住宅への導入③耕作放棄地やマンション、工場などの壁面など制度制約や効
率等の課題が存在する場所での導入促進：a) （設置制約の緩和など）制度改正、b) （日照条件等の発電条件の
悪いところでも）採算性を持たせる技術・ノウハウの開発

課題⑤ 高性能化、コスト低減のための技術開発



風力発電の導入想定と導入のための課題

１．導入想定（エネルギー・環境会議資料より）

（１）2030年度の総発電電力量1兆kWh（想定）のうち、663億kWh(約6.6％)を風力発電で賄うとしている。

（２）そのため 10兆円を追加投資し 全国450か所(東京都の面積の1 6倍)に 風力発電所を設置する この際の系統

15シナリオ/20～25シナリオ

ゼロシナリオ

（２）そのため、10兆円を追加投資し、全国450か所(東京都の面積の1.6倍)に、風力発電所を設置する。この際の系統
対策費は3.4兆円。

（３）設置促進策として、固定価格買取制度等を行う。

（１）2030年度の総発電電力量1兆kWh（想定）のうち、903億kWh(約9.0％)を風力発電で賄うとしている。

（２）そのため、 15シナリオ/20～25シナリオに追加して、 さらに3.9兆円を追加投資し、立地困難地域や洋上にも設置
し 計全国610か所(東京都の面積の2 2倍)に 風力発電所を設置する この際の追加の系統対策費は1 8兆円(15

ゼロシナリオ

し、計全国610か所(東京都の面積の2.2倍)に、風力発電所を設置する。この際の追加の系統対策費は1.8兆円(15
シナリオ/20～25シナリオとの合計で5.4兆円)。

（３）設置促進策として、固定買取価格をより高水準に。

課題① 系統増強
課題② 導入の支援
課題③ 設備設置等に係るリ ドタイム

２．課題と対策（例）（総合資源エネルギー調査会資料より）

課題③ 設備設置等に係るリードタイム
課題④ 建設費、電線敷設費等のコスト低減対策： 技術開発（洋上風力に係る研究開発、実証実験 等）
課題⑤ 地理的偏在性
課題⑥ 環境保全対策： 環境アセスメント、バードストライクへの対応
課題⑦ 騒音 低周波音対策
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課題⑦ 騒音、低周波音対策
課題⑧ 漁業権との調整（洋上風力発電）
課題⑨ 立地確保規制改革：a) 立地規制：農地法・農振法、国有林野法・会計法、森林法、b) 安全規制：建築基準法



省エネルギー、再生可能エネルギー投資の規模

（１）省エネルギーへの投資額は80～100兆円。太陽光、風力への投資額は22.1～27.7兆円。また、系
統対策コストは2.7～5.2兆円（※系統対策コストについて、総合資源エネ調では、7～21兆円と試算）。統 策 兆 （ 系統 策 、 資源 調 、 試算）。

（２）これらを合計すると、2030年までに104.8～132.9兆円の投資が必要になる。 1年あたりでは5.2～6.6
兆円の投資額となる。

（３）こうした負担により将来の成長に必要な投資資金が不足することとなれば、産業の国際競争力に
深刻な影響を与えかねない深刻な影響を与えかねない。

（兆円）

（兆円）

省エネ投資・再エネ投資・系統対策

コスト総額

１年あたりの省エネ投資・

再エネ投資・系統対策コスト（兆円）
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ゼロシナリオ １５シナリオ ２０ ２５シナリオ

省エネ投資 再エネ投資 系統対策コスト

0.0 

ゼロシナリオ １５シナリオ ２０～２５シナリオ

※省エネによる節約額は、約60～70兆円と試算。 出典：エネルギー・環境会議、総合資源エネルギー調査会資料より事務局試算



３ 経済への影響３．経済への影響

13



2030年における各シナリオの姿

2010年 ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

実質GDP ▲8～▲45兆円 ▲2～▲30兆円 ▲2～▲28兆円実質GDP
(自然体ケース比)

‐
▲8 ▲45兆円

※194～1,092万人の
年収の合計に相当

▲2 ▲30兆円
※49～728万人の
年収の合計に相当

▲2 ▲28兆円
※49～680万人の
年収の合計に相当

生産量
(自然体ケース比)

‐ ▲2.0～▲7.8％ ▲0.4～▲4.9％ ▲0.5～▲4.7％
(自然体ケ ス比)

実質可処分所得
(自然体ケース比)

‐
・2020年原発ゼロ▲59.1万円/年
・2030年原発ゼロ▲57.8万円/年

▲38.1万円/年
▲34.1～

▲35.8万円/年

電気料金（名目）電気料金（名目）
(自然体ケース比)

‐ +69.1～+130.3％ +35.6～+86.2％ +25.8～+80.3％

家庭の電気代
（名目）

12
万円/年

16.8～25.2万円/年
（+4.8～+13.2万円/年）

16.8～21.6万円/年
（+4.8～+9.6万円/年）

14.4～21.6万円/年
（+2.4～+9.6万円/年）

光熱費（名目）
20.3

万円/年
26.6～40.9万円/年

（+6.3～+20.6万円/年）
25.6～35.6万円/年

（+5.3～+15.3万円/年）
22.8～35.1万円/年

（+2.5～+14.8万円/年）

ガソリン代（名目）
6.9

万円/年
10.5～14.9万円/年

（+3 6～+8 0万円/年）
12.2～13.3万円/年

（+5 3～+6 4万円/年）
12.6～13.5万円/年

（+5 7～+6 6万円/年）万円/年 （+3.6～+8.0万円/年） （+5.3～+6.4万円/年） （+5.7～+6.6万円/年）

失業率
（失業者数）

4.4%
(297万人)
※2012年5
月 結果

・2020年原発ゼロ7.3％(493万人)
・2030年原発ゼロ7.2％(486万人)

6.2%
（419万人）

6.0～6.1％
（405～412万人）

月の結果

就業者数
(自然体ケース比)

‐ ▲26～▲132万人 ▲16～▲95万人 ▲16～▲90万人

※(1)実質GDPは国家戦略室HPより引用。年収は平成22年分民間給与実態統計調査（給与所得者の平均年収）をもとに経団連事務局試算。(2)生産量は国家

14

※( )実質 は国家戦略室 より引用。年収は平成 年分民間給与実態統計調査（給与所得者の平均年収）をもとに経団連事務局試算。( )生産量は国家
戦略室HPより引用。(3)実質可処分所得は、地球環境産業技術研究機構（RITE）資料、総務省家計調査（二人以上世帯のうち勤労者世帯の可処分所得
（429,967円/月））をもとに、経団連事務局試算。(4)電気料金は国家戦略室HPより引用。(5)家庭の電気代は国家戦略室HP掲載資料をもとに経団連事務局試
算。(6)光熱費は、国家戦略室HP掲載資料、総務省家計調査（二人以上世帯の2010年の光熱費（202,836円/年））をもとに経団連事務局試算。(7)ガソリン代
は、国家戦略室HP掲載資料、RITE資料、総務省家計調査（二人以上世帯のガソリン代（69,127円/年））をもとに、経団連事務局試算。(8)失業率は、RITE資
料、総務省労働力調査（基本集計）平成24年5月分結果より引用。失業者数は、RITE資料、総務省労働力調査（基本集計）平成24年5月分結果をもとに、経団
連事務局試算。(9)就業者数は国家戦略室HP掲載資料をもとに経団連事務局試算。



産業の国際移転を考慮するモデルによる分析結果
（2030年における各シナリオの姿）

2010年 ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ2010年 ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

実質GDP
(自然体ケース比)

‐
▲45兆円

※1,092万人の
年収の合計に相当

▲30兆円
※728万人の

年収の合計に相当

▲28兆円
※680万人の

年収の合計に相当

生産量
(自然体ケース比)

‐
・2020年原発ゼロ▲7.8％
・2030年原発ゼロ▲7.6％

▲4.9％ ▲4.5～▲4.7％

実質可処分所得
自然体ケ 比

‐
・2020年原発ゼロ▲59.1万円/年

年原発ゼ 年
▲38 1万円/年

▲34.1～
年(自然体ケース比) ・2030年原発ゼロ▲57.8万円/年

▲38.1万円/年
▲35.8万円/年

電気料金（名目）
(自然体ケース比)

‐
・2020年原発ゼロ+129.6％
・2030年原発ゼロ+130.3％

+86.2％ +72.3～+80.3％

家庭の電気代
（名目）

12
万円/年

24.0万円/年
（+12.0万円/年）

21.6万円/年
（+9.6万円/年）

21.6万円/年
（+9.6万円/年）

20 3
・2020年原発ゼロ40.8万円/年

（+20 5万円/年） 35 6万円/年
33.9～35.1万円/年

光熱費（名目）
20.3

万円/年
（+20.5万円/年）

・2030年原発ゼロ40.9万円/年
（+20.6万円/年）

35.6万円/年
（+15.3万円/年）

（+13.6～
+14.8万円/年）

・2020年原発ゼロ14.9万円/年
（ 万円 年） 万円 年 万円 年

ガソリン代（名目）
6.9

万円/年
（+8.0万円/年）

・2030年原発ゼロ14.8万円/年
（+7.9万円/年）

13.3万円/年
（+6.4万円/年）

13.4～13.5万円/年
（+6.5～+6.6万円/年）

4.4%
失業率

（失業者数）

%
(297万人)
※2012年5
月の結果

・2020年原発ゼロ7.3％(493万人)
・2030年原発ゼロ7.2％(486万人)

6.2%
（419万人）

6.0～6.1％
（405～412万人）

15※地球環境産業技術研究機構（RITE）の分析結果のみを利用。出典等は前スライドと同様。



実質GDPへの影響

（１）2030年の実質ＧＤＰに与える影響は ゼロシナリオで▲1 2～▲7 6％ １５シナリオで▲0 4～（１）2030年の実質ＧＤＰに与える影響は、ゼロシナリオで▲1.2～▲7.6％、１５シナリオで▲0.4～
▲4.9％、 20～25シナリオで▲0.4～4.6％（各モデルが想定する自然体ケースとの差異）。

（２）2030年の実質ＧＤＰ影響は、４機関で唯一世界モデル（※産業の国際移転を考慮）を使用する
RITEの分析では、▲２８～４５兆円となる。これは、一世帯あたり約５２～８４万円に相当する（※総

合資源エネルギー調査会資料より事務局試算。2030年の世帯数は5344万と想定されている）。
（３）その他のモデルでは、実質GDP影響は▲２～１７兆円（48.5万人～412.6万人の給与所得者の年

収合計）となる（※平成22年分民間給与実態統計調査結果では給与所得者の平均年収は412万円）。

‐0.4
0

ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ（％）

実質GDPへの影響（自然体ケース比）

慶応大学・野村准教授

国立環境研究所

‐1.4～‐1.2 ‐0.4

2 1
‐1.5～‐1.4

‐2.6

‐1.6 ‐1.4～‐1.3

‐2

‐1

慶応大学・野村准教授

大阪大学・伴教授

‐2.9～‐2.5

‐2.12.6

‐4

‐3

地球環境産業技術研究機構（RITE）
‐4.9 ‐4.6～‐4.4

‐6

‐5

‐7.6～‐7.4
‐8

‐7

16出典：国家戦略室資料



生産量への影響

○2030年の生産量（全産業）に与える影響は 各シナリオでマイナスとなる また ゼロシナ○2030年の生産量（全産業）に与える影響は、各シナリオでマイナスとなる。また、ゼロシナ
リオよりも20～25シナリオの方が、マイナス影響は小さくなる。

0

ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

生産量（全産業）への影響（自然体ケース比）

（％）

‐0.4
‐0.5

‐2

‐1

大阪大学・伴教授 国立環境研究所

‐2.0～2.7 ‐3.1 ‐2.2～2.6

‐3.8 ‐3.4～3.6
‐4

‐3

慶応大学・野村准教授‐3.4～3.9

‐5.4
‐4.9

‐4.5～4.7

‐6

‐5

慶応大学・野村准教授

地球環境産業技術研究機構（RITE）

‐7.6～7.8
‐8

‐7

‐9

出典：国家戦略室資料 17



実質可処分所得への影響（RITE秋元氏による分析）

○実質可処分所得は、RITE秋元氏の分析によると、いずれのシナリオでも減少する。また、ゼロシナリ○実質可処分所得は、RITE秋元氏の分析によると、いずれのシナリオでも減少する。また、ゼロシナリ
オよりも20～25シナリオの方が、減少額は小さくなる。

（円/年） 実質可処分所得への影響

623.3万円/年

6,200,000

6,300,000

実質可処分所得への影響

585.2万円/年

（▲38 2万円/年）

587.5～589.2万円/年

（▲34.1～35.9万円/年）

6,000,000

6,100,000

564.2～565.5万円/年

（▲57.8～59.1万円/年）

（▲38.2万円/年） （▲34.1 35.9万円/年）

5 700 000

5,800,000

5,900,000

5,500,000

5,600,000

5,700,000

5,300,000

5,400,000

18
※平成22年度総務省家計調査（二人以上世帯のうち勤労者世帯）の可処分所得（429,967円/月）、地球環境産業技術研究機構（RITE）

資料より経団連事務局試算。

自然体ケース ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ



電力料金（名目）への影響

○2030年の電気料金は いずれのシナリオでも上昇する また ゼロシナリオよりも20 25○2030年の電気料金は、いずれのシナリオでも上昇する。また、ゼロシナリオよりも20～25
シナリオの方が、上昇率は小さくなる。

+129.6～130.3

140

電力料金への影響（自然体ケース比）

地球環境産業技術研究機構（RITE）

（％）

+103.7～106.3

+116.8～117.7

100

120

+69.1～81.4

+73.1

+73.1 +57.4～64.8

+86.2

+72.3～80.3
80

+36.9～45.2

57.4 64.8

40

60

慶応大学・野村准教授国立環境研究所

+35.6 +25.8～29.7

0

20

大阪大学・伴教授

19

0

ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

出典：国家戦略室資料



家庭の電気代（名目）への影響

○2030年の家庭の電気代（２人以上世帯の平均）は いずれのシナリオでも上昇する ま○2030年の家庭の電気代（２人以上世帯の平均）は、いずれのシナリオでも上昇する。ま
た、ゼロシナリオよりも20～25シナリオの方が、上昇率は小さくなる。

（万円/年） 家庭の電気代

16.8～25.2万円/年
（+4.8～13.2万円/年）

25

30

（万円/年） 家庭の電気代

16.8～21.6万円/年
（+4.8～9.6万円/年）

14.4～21.6円/年
（+2.4～9.6万円/年）

20

25

12万円/年

15

10

0

5

2010年 ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

20
出典：エネルギー・環境会議資料より経団連事務局試算。



各国の電力料金

○既に日本の電力価格は他国と比べて高水準にある中、いずれのシナリオでも、大幅な電力価格
の上昇となる（下表の「日本（各シナリオ） は 各シナリオにおける日本の電力価格を示す）の上昇となる（下表の「日本（各シナリオ）」は、各シナリオにおける日本の電力価格を示す）。

（電力価格、円/kWh） 電力料金 産業用 電力料金 家庭用（電力価格、円/kWh）

35

40

40

45

50

19.0～34.8
26.0～45.6

25

30

30

35

40

15.115

20
21.7

20

25

5.4

8.6

5

10 9.1 7.6

6.5
10

15

0

5

0

5

21※エネルギー・環境会議資料、第２４回基本問題委員会資料2より経団連事務局作成。



原子力発電の火力代替の場合のコスト増

○原子力による発電分を火力発電で補う場合 燃料費によるコストの増加は 年間3 1兆○原子力による発電分を火力発電で補う場合、燃料費によるコストの増加は、年間3.1兆
円(油価上昇の場合には3.4兆円)が見込まれる(2012年5月需給検証委員会報告書)。

○3.1兆円は、震災前の日本全体の電力料金の約２割。
○原子力発電の停止は、ピーク電力不足(①)のみならず、電力コストの上昇(②)を招く。○原子力発電の停止は、ピ ク電力不足(①)のみならず、電力コストの上昇(②)を招く。

・年間3.1兆円の電力コスト
の上昇(２割増)の上昇(２割増)。

・油価上昇の場合、3.4兆円
の上昇(2.3割増)

22



光熱費（名目）への影響

○2030年の光熱費は、いずれのシナリオでも上昇する。また、ゼロシナリオよりも20～25シ

万円/年
450,000

○ 年の光熱費は、 ずれのシナリオでも 昇する。また、 シナリオよりも シ
ナリオの方が、上昇率は小さくなっている。

（円/年）
光熱費への影響

26.6～40.9万円/年
（+6.3～20.6万円/年）

25.6～35.6万円/年
（+5.3～15.3万円/年）

22.8～35.1万円/年
（+2.5～14.8万円/年）

400,000

300,000

350,000

20.3万円/年
200,000

250,000

150,000

50,000

100,000

0

2010年 ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

※国家戦略室資料、総務省家計調査（二人以上の世帯）の光熱費（202,836円/年）より経団連事務局推計。 23



ガソリン代（名目）への影響

○2030年のガソリン代は いずれのシナリオでも上昇する

160 000

○2030年のガソリン代は、いずれのシナリオでも上昇する。

（円/年） ガソリン代への影響

10.5～14.9万円/年

（+3.6～8.0万円/年） 12.2～13.2万円/年

（+5.3～6.4万円/年）

12.6～13.5万円/年

（+5.7～6.6万円/年）
140,000

160,000

100,000

120,000

6.9万円/年
80,000

40,000

60,000

20,000

0

2010年 ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

24
※国家戦略室資料（国立環境研究所、地球環境産業技術研究機構の分析）、総務省家計調査（二人以上の世帯）ガソリン代（69,127円/年）より経団連事務局推

計。



RITE秋元氏による失業率の推計

○いずれのシナリオであっても、失業率は、2030年自然体ケースより上昇。

（失業率）

7.3%

7.5%

3%
7.2%

6.5%

7.0%

6.2%
6.1% 6.0%

5.5%

6.0%

4.5%

5.0%

4.4%4.4%

3 5%

4.0%

3.0%

3.5%

【参考】2012年 自然体ケース 2020年原発ゼロ2030年原発ゼロ 原発20% 原発25%

25
*1：労働力調査（基本集計）
平成24年5月分結果より引用

5月失業率*1

ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ



各シナリオの就業者数への影響

○いずれのシナリオであっても、就業者数は、2030年自然体ケースより減少。

研究機関 ２０３０年

就業者数
自然体比

就業者数
（自然体）

自然体比

ゼロシナリオ 15シナリオ 20シナリオ ２５シナリオ

国立環境研究
5287万人 ▲２６万人 ▲１６万人 ▲１６万人 ▲１６万人

環 究
所

5287万人 ▲２６万人 ▲１６万人 ▲１６万人 ▲１６万人

野村慶応大学
准教授

5287万人 ▲１３２万人 ▲９５万人 ▲９０万人 ▲８５万人

研究機関 ２０２０年

就業者数
自然体比

就業者数
就業者数
（自然体）

自然体比

ゼロシナリオ 15シナリオ 20シナリオ ２５シナリオ

国立環境研
5800万人 ▲１７万人 ▲１７万人 ▲１７万人 ▲２９万人

国 環境研
究所

5800万人 ▲１７万人 ▲１７万人 ▲１７万人 ▲２９万人

野村慶応大
学准教授

5800万人 ▲２３万人 ▲１７万人 ▲１２万人 ▲１２万人

＊2010年実績は6257万人（労働力調査）。自然体は、国立環境研究所資料より作成
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2030年に向けたCO2限界削減費用

○各シナリオにおけるCO2限界削減費用※は いずれのシナリオでも 海外に比べ非常に高○各シナリオにおけるCO2限界削減費用※は、いずれのシナリオでも、海外に比べ非常に高
く、国際的公平性がない。
※CO2排出量を追加的に１単位削減するのに必要な費用。

56,183
55,422

50,000

60,000

（円/t‐CO2）

地球環境産業技術研究機構（RITE）

39,099

38,669

33 800 35,232
36,091

38,940 40,926 39,942
40,000

,

33,800 35,232

20,000

30,000

慶応大学・野村准教授
国立環境研究所 大阪大学・伴教授

13,959

7,271

8,984 9,104

3,629
8,114

8,011

5,886
8,945

12,204

3,430
5,231

10,000

0

ゼロシナリオ'
（2020年ゼロ）

ゼロシナリオ

（2030年ゼロ）

15シナリオ 20シナリオ 25シナリオ

20～25シナリオ

世界
（IEA WEO2011
新政策シナリオ）

EU
（2050年に向けた

ロードマップ）
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※１：国家戦略室資料、IEA（国際エネルギー機関） World Energy Outlook 2011、EU 2050年に向けたロードマップより作成。
※２：為替レートについては、総合資源エネルギー調査会における想定（1ドル=85.75円）を使用。

※３：「新政策シナリオ」は、直近の政府の政策公約が、たとえ具体的な措置によってまだ裏付けられていないとしても、慎重に実行され
るという想定。



各シナリオ（日本）と各国コペンハーゲン合意プレッジとの
CO2限界削減費用の比較（RITE秋元氏による分析）

○2020年に向けたCO2限界削減費用は、いずれのシナリオでも、海外に比べ非常に高く、国際
的公平性がない。

（USドル/t CO2）（USドル/t‐CO2）

250～270

250

300

200

119
110

150

50

100

1～9
0 0

0

日本 米国 EU 中国 ロシア インド

※RITE秋元氏資料（技術モデルDNE21+による推計）より作成。EUの削減目標は2020年20％削減（1990年比）。
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各シナリオ（日本）と各国コペンハーゲン合意プレッジとの
GDP比CO2排出削減費用の比較（RITE秋元氏による分析）

○2020年に向けたGDP比CO2排出削減費用は、いずれのシナリオでも海外に比べ高く、国際
的公平性がない。

0.43～0.51

0.5

0.6

0.33 0.32

0.4

G
D

P

比
対 0.32

0.25

0.2

0.3
対
策
費
用

0.090.1

（
％
）

0 0 0
0

ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ 米国 EU ロシア インド 中国
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日本（各シナリオ） コペンハーゲン合意プレッジ



RITE秋元氏による産業リーケージに関する分析

いずれのシナリオであっても、日本と世界の限界削減費用が大きく異なるため、日本の各部門が世界ず シナリオ あ も、 本 世界 限界削減費用 大 異なる 、 本 各部門 世界
に占める生産額は大きく減少し、その分生産が海外へシフトする。

日本の粗生産額の世界全体に占めるシェア（％）

8 00% 鉄鋼

7.19%

6 23% 6 26% 6 34%
7.00%

8.00% 鉄鋼

化学

エネルギー多消費産業計

化学

5.66%
6.00% 6.03%

6.23% 6.26% 6.34%

6.00%

鉄鋼

4.45% 4.48% 4.63% 4.65% 4.71%5.26%

3 % 4 38% 4 45%4 00%

5.00%
鉄鋼

4.33% 4.30% 4.35% 4.38% 4.45%

3.00%

4.00%

エネルギー多消費産業計

自然体ケース 2020年

原発ゼロ

2030年

原発ゼロ

原発20% 原発25%

ゼロシナリオ 15シナリオ 20～25シナリオ

【炭素価格】
日本の炭素価格：3.9～5.6万円/tCO2 日本以外の炭素価格40US$/tCO2（WEO2011新政策シナリオ炭素価格）

ゼ シナリオ 15シナリオ 20 25シナリオ
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ゼロシナリオ（追加対策後・2030年原発ゼロ）における電力価格上昇のイメージ
（慶応大野村准教授による分析）

電力価格上昇の要因

平均電力価格

117％増加

•FIT買取額・・・6.6兆円
•系統費用・・・0 6兆円

電力価格上昇の要因

33.5円

117％増加

系統費用 0.6兆円
•原子力の未回収コスト
・・・0.3兆円
•限界削減費用の考慮

14円/kWh

33.5円
/kWh

限界削減費用の考慮

2010年時 2030年時

上記の電力価格の上昇を、月額の電気料金7,000円の標準的家庭(*)
（300kWh/月）に適用すると、8,190円/月の価格上昇となる。

ベース：7,000円＋増加分：8,190円＝15,190円
*調達価格等算定委員会によるサーチャージ額の試算で想定する標準的家庭の設定を引用

慶応大野村氏提供資料より計算
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慶応大野村准教授による再エネ固定価格買取制度による賦課金推計

（１）再生可能エネルギーの固定価格買取制度による2030年時点の賦課金総額は、4.6
兆円～7.2兆円（系統対策費用も含む）。

（２）1kWhあたりの負担は4.6円～7.2円（2030年時点の発電電力量：1兆kWh）。
（ ） れは 現在 本 家庭 電力料金 （（３）これは、現在の日本の家庭の電力料金21.7円/kWhの21％～33％（2,100～3,300円
/月の電気代の上昇）、産業用の電力料金15.1円/kWhの30％～48％に該当。

（兆円/2010年価格）（兆円/2010年価格）

7.2  7.1 
5 8 5 8

7.0 

8.0 

5.8  5.8 
4.6 

5.0 

6.0 

2.0

3.0 

4.0 

0.0 

1.0 

2.0 
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ゼロシナリオ

('20にゼロ）

ゼロシナリオ

('30にゼロ）

15シナリオ 20% 25%

（2030年） 20～25シナリオ



慶応大野村准教授による再エネ導入推進に伴う2030年以降の負担推計

（１）固定価格買取制度を通じた再生可能エネルギーの導入推進により2030年以降に
電力需要家が負う債務は、49.1兆円～75.0兆円（系統対策費用も含める）。

（２）これは、日本の2012年度の一般会計予算約90兆円の約55％～83％に該当。

（兆円/2010年価格）

75 080 75.0 74.0

59.7 59.2
60

70

80

49.1

40

50

60

20

30

0

10

ゼロシナリオ ゼロシナリオ 15シナリオ 20% 25%
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ゼロシナリオ

('20にゼロ）

ゼロシナリオ

('30にゼロ）

15シナリオ 20% 25%

（2030年） 20～25シナリオ



実質可処分所得の減少幅の世代間比較（慶応大野村准教授による分析）

①若い世代ほど減少幅が大きい ②20 25シナリオよりゼロシナリオの方がより減少幅が①若い世代ほど減少幅が大きい、②20～25シナリオよりゼロシナリオの方がより減少幅が
大きい、とされている。

2020原発ゼロ 2030原発ゼロ 原発２０％ 原発２５％

ゼロシナリオ 15シナリオ ２０～２５シナリオ

3% 3% 3%

0%

2020原発ゼロ 2030原発ゼロ 原発２０％ 原発２５％

‐8% ‐8%

‐6% ‐5% ‐5%
‐4% ‐4%

‐3% ‐3% ‐3%

‐10%

‐5%

17%
‐16%‐16% ‐16%

‐15%
‐16%

‐16%
‐15%‐15% ‐15%

‐14%

‐15%

‐17% ‐17%

23%

‐16%

‐24% ‐23%
‐22% ‐22%

%

‐20%
第1世帯（世帯主年齢15‐24）

第2世帯（世帯主年齢25‐34）

第3世帯（世帯主年齢35 44）

‐25% ‐25%
‐24% ‐23%

‐30%

‐25% 第3世帯（世帯主年齢35‐44）

第4世帯（世帯主年齢45‐54）

第5世帯（世帯主年齢55‐64）

第6世帯（世帯主年齢65以上）34



慶応大野村准教授による生産への影響分析(産業別)

（１）いずれのシナリオでも生産へのマイナス影響が大きい(20～25シナリオよりゼロシナリオの方が影響が大きい)。
（２）特に 石炭製品▲16 8％ 紙 パルプ▲16 5％ 化学▲15 3％ 石油製品▲13 3％で影響が大きくなっている(数字は（２）特に、石炭製品▲16.8％、紙・パルプ▲16.5％、化学▲15.3％、石油製品▲13.3％で影響が大きくなっている(数字は

ゼロシナリオ（追加対策後・2020年原発ゼロ）のケース 。
（３）生産量にプラスの影響があるのはごく少数の産業（建設業、一般機械）となっている。

ゼロシナリオ（追加対策後） 15シナリオ 20 25シナリオゼロシナリオ（追加対策後） 15シナリオ 20~25シナリオ

‐9.3%

‐10.5%

‐11.0%

‐11.4%

‐13.4%

30.ガス

12.化学

13.石油精製製品

10.紙・パルプ

14.石炭製品

‐12.4%

‐13.3%

‐15.3%
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‐16.8%

11 4%

‐12.0%

‐13.1%
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ガス
2.鉱業

13.石油精製製品
12.化学

10.紙・パルプ
14.石炭製品

‐9.1%
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18.鉄鋼
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慶応大野村准教授による生産への影響分析(産業別)

（１）いずれのシナリオでも生産へのマイナス影響が大きい(20～25シナリオよりゼロシナリオの方が影響が大きい)。
（２）特に 石炭製品▲16 8％ 紙 パルプ▲16 5％ 化学▲15 3％ 石油製品▲13 3％で影響が大きくなっている(数字は（２）特に、石炭製品▲16.8％、紙・パルプ▲16.5％、化学▲15.3％、石油製品▲13.3％で影響が大きくなっている(数字は

ゼロシナリオ（追加対策後・2020年原発ゼロ）のケース 。
（３）生産量にプラスの影響があるのはごく少数の産業（建設業、一般機械）となっている。

1.農林水産業
2 鉱業36 公務

0 0%

5.0%

10.0% 2.鉱業
4.建設業

5.食料品

6.繊維33.金融・保険

34.不動産業

35.他サービス
36.公務

‐10.0%

‐5.0%

0.0%
7.衣服・身回品

8.製材・木製品

家具 備品電力

30.ガス

32.卸売・小売

‐20.0%

‐15.0%

9.家具・備品

10.紙・パルプ28.通信

29.電力

11.出版・印刷

12.化学26.他製造業

27.運輸

13.石油精製製品

14.石炭製品

15 ゴム製品23 自動車

24.他輸送機械

25.精密機械 2020原発ゼロ

2030原発ゼロ

15シナリオ

ゼロシナリオ

36

15.ゴム製品

16.皮革製品

17.窯業・土石
18.鉄鋼

19.非鉄金属
20.金属製品

21.一般機械

22.電気機械

23.自動車 15シナリオ

原発２０％

原発２５％

２０～２５

シナリオ 36



慶応大野村准教授による雇用（労働投入時間）への影響分析(産業別)

（１）いずれのシナリオでも雇用へのマイナス影響が大きい(20～25シナリオよりゼロシナリオの方が影響が大きい) 。（１）いずれのシナリオでも雇用 のマイナス影響が大きい(20 25シナリオよりゼロシナリオの方が影響が大きい) 。
（２）特に、石炭製品▲50.4％、化学▲37.2％、紙・パルプ▲33.1％、石油製品▲33.1％での影響が大きい (数字はゼロシ

ナリオ(追加対策後・2020年原発ゼロのケース) ）。
（３）雇用にプラスの影響があるのはごく少数の産業（建設業、一般機械等）となっている。

ゼロシナリオ（追加対策後） 15シナ オ 20 25シナリオゼロシナリオ（追加対策後） 15シナリオ 20~25シナリオ
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10.紙・パルプ

12.化学

13.石油精製製品

14.石炭製品

‐28 7%

‐33.1%

‐33.1%

‐37.2%

‐50.4%

‐28.0%

‐32.2%

‐32.5%

‐36.5%

‐48.2%

18.鉄鋼

13.石油精製製品

10.紙・パルプ

12.化学

14.石炭製品

‐17 8%

‐22.2%

‐24.1%

‐29.8%

‐39.1%

‐17.2%

‐20.7%

‐22.2%

‐29.0%

‐37.7%

30.ガス

10.紙・パルプ

12.化学

13.石油精製製品

14.石炭製品

11 2%

‐12.0%

‐12.3%

‐13.8%

‐18.4%

‐18.5%

18.7%

5 食料品

17.窯業・土石

6.繊維

19.非鉄金属

30.ガス

29.電力

18.鉄鋼

‐13 2%

‐15.9%

‐17.3%

‐21.3%

‐23.2%

‐25.2%

28.7%

‐13.1%

‐15.7%

‐16.6%

‐20.7%

‐22.6%

‐24.8%

11.出版・印刷

5.食料品

17.窯業・土石

19.非鉄金属

30.ガス

29.電力

鉄鋼

8 9%

‐10.6%

‐11.4%

‐12.4%

‐17.3%

‐17.4%

17.8%

‐8.3%

‐10.0%

‐10.8%

‐11.2%

‐15.5%

‐16.4%

2.鉱業

5.食料品

17.窯業・土石

19.非鉄金属

18.鉄鋼

29.電力

7 8%

‐7.9%

‐8.2%

‐8.2%

‐9.0%

‐9.2%

‐11.2%

23 自動車

22.電気機械

28.通信

27.運輸

2.鉱業

11.出版・印刷

5.食料品

10 7%

‐10.7%

‐11.6%

‐11.2%

‐12.1%

‐13.2%

‐13.2%

‐10.6%

‐11.1%

‐11.7%

‐12.5%

‐12.0%

‐12.7%

27.運輸

23.自動車

22.電気機械

6.繊維

28.通信

2.鉱業

11.出版 印刷

7 3%

‐7.5%

‐7.7%

‐7.7%

‐8.1%

‐8.7%

‐8.9%

‐7.0%

‐7.2%

‐7.2%

‐7.6%

‐7.9%

‐8.1%

1 農林水産業

23.自動車

28.通信

6.繊維

27.運輸

11.出版・印刷

2.鉱業

5 3%

‐5.3%

‐6.0%

‐6.7%

‐7.4%

‐7.5%

‐7.8%

7 衣服 身回品

26.その他製造業

35.その他サービス

34.不動産業

33.金融・保険

1.農林水産業

23.自動車

6 7%

‐8.1%

‐8.5%

‐9.8%

‐10.5%

‐10.5%

‐10.7%

‐7.0%

‐8.0%

‐8.6%

‐9.7%

‐10.4%

‐10.6%

7 衣服・身回品

26.その他製造業

35.その他サービス

34.不動産業

33.金融・保険

1.農林水産業

27.運輸

‐4.6%

‐5.7%

‐6.4%

‐7.1%

‐7.3%

‐7.3%

‐4 4%

‐4.6%

‐5.4%

‐6.0%

‐6.7%

‐6.8%

7.0%

26 その他製造業

7.衣服・身回品

35.その他サービス

34.不動産業

33.金融・保険

22.電気機械

1.農林水産業

‐2.2%

‐3.2%

‐4.0%

‐4.0%

‐4.5%

‐5.3%

8 製材 木製品

32.卸売・小売

9.家具・備品

15.ゴム製品

20.金属製品

16.皮革製品

7.衣服・身回品

3 2%

‐3.1%

‐3.8%

‐5.8%

‐6.0%

‐6.4%

‐6.7%

‐2.7%

‐3.4%

‐3.7%

‐5.7%

‐6.0%

‐6.6%

0%

8 製材・木製品

32.卸売・小売

9.家具・備品

20.金属製品

15.ゴム製品

16.皮革製品

7.衣服 身回品

‐2.1%

‐2.7%

‐3.7%

‐3.6%

‐4.3%

‐4.8%

1 3%

‐2.0%

‐2.5%

‐3.4%

‐3.4%

‐4.1%

‐4.4%

8 製材 木製品

32.卸売・小売

9.家具・備品

20.金属製品

15.ゴム製品

16.皮革製品

26.その他製造業

4.4%

3.7%

3.2%

2.5%

‐1.7%

‐60 0% ‐40 0% ‐20 0% 0 0%

4.建設業

25.精密機械

21.一般機械

24.その他輸送機械

8.製材・木製品

6.0%

5.5%

3.9%

3.5%

‐3.2%

6.2%

4.7%

4.1%

3.4%

2.7%

‐60.0% ‐40.0% ‐20.0% 0.0% 20.0%

4.建設業

25.精密機械

21.一般機械

24.その他輸送機械

8.製材 木製品

2030年原発ゼロ

2020年原発ゼロ

4.1%

3.7%

3.5%

2.4%

‐1.5%

3.7%

3.8%

3.2%

2.3%

‐1.3%

‐60.0% ‐40.0% ‐20.0% 0.0% 20.0%

4.建設業

21.一般機械

25.精密機械

24.その他輸送機械

8.製材・木製品

原発２５％

原発２０％
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慶応大野村准教授による雇用（労働投入時間）への影響分析(産業別)

（１）いずれのシナリオでも雇用へのマイナス影響が大きい(20～25シナリオよりゼロシナリオの方が影響が大きい) 。

1.農林水産業

（１）いずれのシナリオでも雇用 のマイナス影響が大きい(20 25シナリオよりゼロシナリオの方が影響が大きい) 。
（２）特に、石炭製品▲50.4％、化学▲37.2％、紙・パルプ▲33.1％、石油製品▲33.1％での影響が大きい (数字はゼロシ

ナリオ(追加対策後・2020年原発ゼロのケース) ）。
（３）雇用にプラスの影響があるのはごく少数の産業（建設業、一般機械等）となっている。

‐10.0%

0.0%

10.0%

1.農林水産業
2.鉱業

4.建設業

5.食料品

6.繊維32.卸売・小売

33.金融・保険

34.不動産業
35.他サービス

‐30.0%

‐20.0%
7.衣服・身回品

8.製材・木製品29.電力

30.ガス

‐60.0%

‐50.0%

‐40.0%
9.家具・備品

10.紙・パルプ27.運輸

28.通信

11.出版・印刷

12.化学25.精密機械

26.他製造業

13.石油精製製品

14.石炭製品23.自動車

24.他輸送機械

2020原発ゼロ

2030原発ゼロ

15シナリオ

ゼロシナリオ

15.ゴム製品

16.皮革製品

17.窯業・土石
18.鉄鋼19.非鉄金属

20.金属製品

21.一般機械

22.電気機械
シナリオ

原発２０％

原発２５％

２０～２５

シナリオ
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慶応大野村准教授による都道府県別GDPへの影響分析

（１）いずれの都道府県でも、25シナリオよりゼロシナリオの方がGDPへのマイナス影響が大きい。
（２）徳島県 山口県 大分県などは 相対的にGDPへのマイナス影響が大きい

ゼロシナリオ（追加対策後） ２５シナリオ

（２）徳島県、山口県、大分県などは、相対的にGDPへのマイナス影響が大きい。
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４ その他４．その他
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経済モデル分析結果の読み方についてのRITE秋元圭吾氏の見解
-「いずれの選択肢でも、現在の経済からは成長している」との意見に関連して-

参照ケースの経済成長率は、モデルで内生的に推計したものではありません。あくまで

モデル計算の基準を与えるために、事務局から提示されたものに合わせたにすぎませ算 準 、 務 わ す

ん。今回は、参照ケースとして、GDP 成長率が2010～2020 年の間に1.1%／年、2020
～2030 年の間に0.8%／年といったシナリオが提示され、それをベースにモデル計算を

行いました これは 選択肢間の差異を見るのに モデル間で選択肢の差以外の主要な行いました。これは、選択肢間の差異を見るのに、モデル間で選択肢の差以外の主要な

条件がそろっていた方が比較が容易なためです。今回のモデル分析では、参照ケース

の経済成長率の妥当性についての検証は行っておりません。・・・GDP が現在から上昇

しないケースについても考えるべきといった発言もなされていたと理解しています。・・・

（中略）・・・モデル分析においては、ケース（選択肢）間の差異が最も重要で意味のある

情報です 今回 特に参照ケースのGDP は事務局から与えられた外生シナリオに合致情報です。今回、特に参照ケ スのGDP は事務局から与えられた外生シナリオに合致

するように調整しているだけであり、それが現在から成長した経済（GDP）を描いている

からといって、今回のモデル分析がその正当性、蓋然性を保証しているものではないこ

注意 す ず 択肢 も 年 在とに注意頂きたく思います。いずれの選択肢においても、2030年のGDPは現在のGDP
よりも高いことがわかるような形で、分析結果を提示することが重要との枝廣委員のご

提案は、モデル分析結果の一般への理解促進において、むしろ誤解を生む恐れがあ
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提案 、 デ 分析結果 般 解促進 お 、む 誤解を む恐れ あ

り、ここに注意喚起をさせて頂きたく思います。

第26回総合資源エネルギー調査会基本問題委員会資料 「GDPロス等の表現方法に関して」より



４機関の経済モデルの違い
（総合資源エネルギー調査会、エネルギー・環境会議資料より）

地球環境産業技術
国立環境研究所 大阪大学伴教授 慶応大学野村准教授

地球環境産業技術
研究機構（RITE）

発電
コスト

・AIMモデルで内生的に決ま
る数値を利用

・伴モデルで内生的に決まる
数値を利用

火力設備は 部門で石炭

・コスト等検証委員会報告書の数値を利用。

・コスト等検証委員会報告書の数値の直接利用が難しい場
合には 事後的に 致するよう調整・火力設備は一部門で石炭・

LNG・石油の区別をしてい
ない。

合には、事後的に一致するよう調整。

コスト等検証委員会の発電コストに関する
データを必ずしも十分に利用できず 各モ

コスト等検証委員会の発電コストに関する
デ タを利用

電源
構成

・電力需給を石油火力で調
整しており、一部一致せず。

再 ネは 概ね 致 水力

・地熱は水力に含まれる。
・他は概ね一致

・原発・再エネは概ね一致
・火力の内訳は完全に一致

・地熱は水力に含まれる。
・他は概ね一致。

デ タを必ずしも十分に利用できず、各モ
デルで設定した値を利用

データを利用

※事務局
想定との
比較

・再エネは、概ね一致。水力、
地熱、バイオマスは水力と
表記。

・自家発電は別途設定。

電力需 ▲0 10 ▲0 26 ▲0 06 ▲0 09電力需
要の価
格弾力
性

▲0.10 ▲0.26 ▲0.06 ▲0.09

電力需要の価格弾力性が高いほど、小さな価格上昇でも省エネ対策が進むため、各シナリオにおけ
る電力価格の上昇が少なく、経済への悪影響は小さくなる傾向。

モデル
の分析
範囲

①国内モデルであり、日本以外については各国毎に分割していない。

②また、日本以外の産業毎の生産量の推計は出来ず、産業の国際的な再配置については推
計不可。

①世界を１８地域に分割し、
分析対象にしたモデル

②１８地域における各産業毎
の生産量推計も可能であり、
産業の国際的な再配置に
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産業の国際的な再配置に
ついて分析を実施。



グリーン成長を目指した各国の失敗例

2012年4月 世界有 スペインでは 太陽光の固定価 2009年9月 米エネ2012年4月、世界有
数 の 太 陽 電 池 メ ー
カーで、独グリーン産
業成功の象徴であっ

スペインでは、太陽光の固定価

格が2007年まで段階的に引き

上げられた結果（1994年制度導入：

6.88¢/kWh⇒2007年：44.04¢/kWh）、同

2009年9月、米エネ
ルギー省はソリンドラ
社と、同社のソーラー
パネル開発支援とし業成功の象徴であっ

たQセルズ社が会社
更生法を申請。
倒産の主な原因は

/ 年 / ）、同

年時点で、太陽光発電設備の

累積導入量が642MWに達し、

2010 年 累 積 導 入 目 標 量 の

パネル開発支援とし
て、5億3,500万ドルの
融資保証を行う契約
を締結

主な経緯

倒産の主な原因は、
①ドイツの補助金削
減（FIT買取価格の漸
次削減：2017年までに

400MWを超過。

これにより、電力会社の再エネ

電力買取コストが政府の想定以

上に増加 最終的に 電力料金

を締結。
しかし、中国から安価

なソーラーパネルが
大量輸入される中次削減：2017年までに

廃止予定）、②中国パ
ネルメーカーとの熾烈
な価格競争劣後。

上に増加。最終的に、電力料金

の大幅引き上げ（※2007～2011年、

EU27カ国中最大の上昇率）によって

国民負担が増大。また、2008～

大量輸入される中、
ソーラーパネルの価
格が下落。2011年9月
に倒産、1 100人が解な価格競争劣後。

2010年の間、再エネ分野で約

20,000人の雇用が喪失。

2012年1月、同国は国王令によ

り買取を停止

に倒産、1,100人が解
雇。

り買取を停止。
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原子力発電所の安全性に関する取り組み【政府】（首相官邸HPより引用）

1.電源車を配備するなど、緊急時にも電源を確保できるよう万全の体制を敷くこと。
2.冷却する手段の多様性を確保するなど、冷却・注水設備対策を万全にすること。
3 原子炉等の圧力を下げ 外部から注水を確実に行うための手順や体制を明確化すること これにより 格納容器が高温・高圧となり破損し

基準１ 安全対策の実行

3.原子炉等の圧力を下げ、外部から注水を確実に行うための手順や体制を明確化すること。これにより、格納容器が高温 高圧となり破損し
ないようにすること。

4.電源喪失時にも、原子炉等の状況が把握できるよう、管理・計装（制御システム）設備を万全にすること。

「東京電力福島第 原子力発電所を襲 たような地震 津波が来襲しても 炉心及び使用済み燃料プ ル等の冷却を継続し 同原発事故

基準２ 安全性の総合評価（ストレステスト）

「東京電力福島第一原子力発電所を襲ったような地震・津波が来襲しても、炉心及び使用済み燃料プール等の冷却を継続し、同原発事故
のような燃料損傷には至らないこと」が確認できること。

原子力安全・保安院がとりまとめた下記の３０の安全対策に基づいて さらなる安全性 信頼性向上のための対策の着実な実施計画が

基準３ 安全性向上へ向けた事業者の事業計画・姿勢の明確化

原子力安全 保安院がとりまとめた下記の３０の安全対策に基づいて、さらなる安全性、信頼性向上のための対策の着実な実施計画が、
事業者により明らかにされていること。さらに、事業者自らが安全確保のために必要な措置を見出し、実施し続けるという事業姿勢が明確で
あること。

○外部電源対策○外部電源対策 12 事故時の判断能力の向上 22 ベントによる外部環境への影響の低減

＜東電福島第一原発事故の技術的知見から得られた３０の対策＞

1 外部電源系統の信頼性向上
2 変電所設備の耐震性向上
3 開閉所設備の耐震性向上
4 外部電源設備の迅速な復旧
（１）所内電気設備（１）所内電気設備

13 冷却設備の耐浸水性確保・位置的分散
14 事故後の最終ヒートシンクの強化
15 隔離弁・主蒸気逃がし弁の動作確実性の

向上
16 代替注水機能の強化

23 ベント配管の独立性確保
34 水素爆発の防止（濃度管理及び適切な放

出）
（４）管理・計装設備対策（４）管理・計装設備対策
25 事故時の指揮所の確保・整備（ ）所内電気設備（ ）所内電気設備

5 所内電気設備の位置的な分散
6 浸水対策の強化
7 非常用交流電源の多様性と多様性の強化
8 非常用直流電源の強化
9 個別専用電源の設置

16 代替注水機能の強化
17 使用済燃料プールの冷却・給水機能の信

頼性向上
（３）格納容器破損・水素爆発対策（３）格納容器破損・水素爆発対策
18 格納容器の除熱機能の多様化
19 格納容器トップヘッドフランジの加温破損

25 事故時の指揮所の確保 整備
26 事故時の通信機能確保
27 事故時における計装設備の信頼性確保
28 プラント状態の監視機能の強化
29 事故時モニタリング機能の強化
30 非常事態への対応体制の構築・訓練の実9 個別専用電源の設置

10 外部からの給電の容易化
11 電気設備関係予備品の備蓄
（２）冷却・注水設備対策（２）冷却・注水設備対策

19 格納容器トップヘッドフランジの加温破損
防止対策

20 低圧代替注入への確実な移行
21 ベントの確実性・操作性の向上

30 非常事態への対応体制の構築・訓練の実
施
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海外プラントの建設だけでは、原子力技術の一部しか得ることができない。日本の原子力技術を維持
するためには 国内で原発の新設・増設を行う必要がある

日本の原子力技術の維持について

するためには、国内で原発の新設・増設を行う必要がある。

＜2/28原子力委員会新大綱策定会議 内閣府原子力政策担当室資料＞
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